
効率的かつ高度なサードパーティ管理体制の 
サービスを提供

企業におけるサードパーティーリスク管理の必要性が高まり
サードパーティによるサイバー攻撃や情報漏洩など、サードパーティを起因とするインシデントが
現実化しており、また、個人情報保護や贈収賄防止、サステナビリティ対応などに関する法規制
により、企業にはサードパーティの適切な管理が求められます。デロイトの調査では、46%を超
える企業がサードパーティ関連のインシデントによって100億円以上の損失を被る可能性がある
と回答しており、サードパーティリスクはもはや経営課題です。さらに、新規事業の創出やスター
トアップとの連携など、企業成長のための外部パートナーとの協業が拡大する中、TPRMの重
要性は今後ますます高まります。
リスクを的確に管理し、持続的な成長を実現するためには、サードパーティリスク管理の強化
が不可欠です。

サードパーティのリスクドメイン

サードパーティ管理の高度化、 
オペレーションサービスの活用

サードパーティリスク管理負担によるリスク排除が十分に機能していない
多数のサードパーティ管理負担の高さ、管理情報の可視性の低さ、外部情報を用いた定性的評価などから、本来行いた
い管理・実効的なリスクの排除が十分に機能していない可能性がある

求められるサードパーティリスク管理の高度化・効率化を目的としたツールの活用
作業負担の原因になっている表計算ソフトのアンケートシートによる調査・評価運用を見直し、委託プロセスの一元管理・
リスクの可視化、また外部評価データ等の客観評価の活用を行うことが望ましい
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4thパーティリスク
（二次請リスク）

委託先のリスク管理の負荷が高い
近年は委託範囲や委託先が増加傾向にあります。再委託
先から情報漏洩が発生するなど、より高度な管理が求め
られています
サードパーティの発注元への対応負荷
委託先は様々な発注元からの内容が類似したアンケート
に対して、多くの場合、表計算ソフト・メール等様々なツー
ルで回答する必要があります

独立した2線（リスク管理部門）による監督機能が働いていない
1線（委託担当者）からの審査要求が契約直前・事後であったり、2
線対応者の対応者数・監督スキル不足等により、審査が形骸化して
いる
集中リスク管理ができていない
リスクベースでの委託先管理が行われておらず、例えば契約が集中し
ている1社に問題が発生した場合、甚大な影響を被る恐れがあります。
集中リスク管理例　場所（カントリーリスク）、契約額、委託業務等

従来のサードパーティリスク管理 求められるサードパーティリスク管理

サードパーティ調査・やりとりは表計算ソフト＋メール。対応に時間がかかる

委託元（依頼・チェック）・サードパーティ（回答）双方に大きな業務負荷

サードパーテイ回答者の主観的な回答判断・リスク評価に依存

サードパーティリスクの可視化が困難（インシデント発生時に個別調査）

更新頻度の低いリスク評価

社内外をつなぐシステムデータにより、リスクを一元的に管理、効率的な対応

システム利用による調査回答作業、管理業務の効率的な対応

外部調査会社のデータとの連携等により、客観的なリスク評価が可能

サードパーティ委託から更新・終了に至るまでのリスクを可視化、
予防的措置の実施

リアルタイムにリスクを継続監視、変動をとらえ追加確認を実施

サードパーティ（Third Party）とは
自社の業務遂行やサービス提供に関する外部の
委託先・取引先・パートナー企業を指します。こ
れには、一次／二次の下請け企業、業務委託先、
共同開発パートナー、販売代理店、物流・製造委
託先などが含まれます。
業種を問わず、企業活動のサプライチェーン全体
におけるリスクを管理する対象として位置づけら
れます。

84% の企業が過去3年間に取引先関連のインシデントを経験しています

17% が重大な影響度のインシデントを経験しました（カスタマーサービス、財務状況、レピュテーション、または規制コンプライアンス）
46% の企業が取引先関連インシデントの予想影響金額を100億円規模以上になりうると見積もっています
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Deloitte TPRMシステムサービスは、システム導入・システム運用
負担を軽減するモデルを提供
TPRM業務では共通であり業務特性を踏まえ、業界問わず利用可能な
汎用テンプレートの開発、Deloitteによる共同利用型のサービス提供、
ServiceNowライセンス一括購入などを通じて、システム導入期間の
短縮・導入コスト・運用コスト負担の軽減を図ります。

標準TPRM業務テンプレートによる、 
システム導入期間の短縮（導入コストの軽減）
リスクアドバイザリーの知見、システム導入実績等をも
とに開発された標準TPRM業務テンプレートによるシス
テム導入を行うことで、個別に開発した場合と比較して
導入期間の大幅短縮（導入コスト軽減）を図ります。

共同利用型クラウドサービス提供による、 
システム運用コスト・ライセンスコスト負担の軽減
Deloitteによる共同利用型クラウドサービスの利用によ
り、（自社導入時の）ハードウェアの維持運用コスト、
（SaaS利用時の）ライセンスコストの負担を軽減します。
グループ会社での一括導入・運用などの対応により、
対応コストをシェアすることが可能です。

TPRM専属のオペレートセンターを活用した業務オペレーション 
サービス、専門家によるサードパーティ管理について助言を提供
DeloitteのTPRMシステムサービス以外にも、サードパーティへのア
ンケートを始めとした各種TPRM業務オペレーションについても、
Deloitteの専属部隊が対応可能な体制を整えています。
加えて、Deloitteのサードパーティリスクの専門家によるアドバイザ
リーサービス、最新リスク情報のアップデート等のオペレーション業務
を提供します。
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リスク情報アップデート
法改正や環境変化に合わせ最新化
されたリスク評価項目で評価可能

専門家によるリスク評価実行、
評価結果・是正措置等に関する助言

• 効率的な体制による業務オペレーション支援
• 急ぎのニーズにも対応可能な安定した運用
• 低コストでかつ迅速な立ち上げが可能
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個社導入型サービス
Deloitte TPRMアプリケーション
を自社ServiceNow環境に導入

個社クラウドサービス
Deloitte が個社に提供する

クラウドサービス

共同利用クラウドサービス
Deloitte が提供する

共同利用型のクラウドサービス

Deloitte TPRM業務オペレーションサービス全体概要

Deloitte TPRMシステムサービス 提供スキーム

※Deloitte TPRMシステム以外での業務オペレーションサービスも対応可能


